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 の お 知 ら せ   発表場所

    総務省が本年２月に公表した「家計調査結果（令和７年平均）」を基に、
 概 要 このたび北海道分の結果を取りまとめたのでお知らせします。

〈ポイント〉 
　○二人以上の世帯の１か月平均消費支出 
 　 294,154円（全国 314,001円）　　　 前年比　実質2.1％増加 
　                                   （令和４年以来３年ぶりの増加） 
 
   費目別では、「交通・通信」など７項目が実質増加。「被服及び履物」
 など３項目が実質減少。 
 
      費  目    前年比      費  目    前年比  
  食料      △1.4％  保健医療        1.8％  
  住居        7.3％  交通・通信        9.0％  
  光熱・水道        4.8％  教育        5.3％  
  家具・家事用品      △6.6％  教養娯楽        5.2％  
  被服及び履物     △11.4％  その他の消費支出        0.8％
 
　○二人以上の世帯のうち勤労者世帯の１か月平均収入と支出 
 　・実収入　　　573,031円（全国 653,901円）前年比　実質5.0％減少 
                                             　  　 （３年連続減少） 
 　・可処分所得　475,589円（全国 532,408円）前年比　実質5.8％減少 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （２年ぶり減少） 
 　・消費支出　　315,925円（全国 346,297円）前年比　実質0.6％減少 
                                              　   （３年連続減少）

 参 考 ●総務省公表データのうち、北海道分の抜粋を当課のHPに掲載しています。 
    なお、北海道分も含む全国の結果は総務省統計局のHPで公開されています。
  （電子データについては、「政府統計e-Stat」も参照してください。） 

 　  ・道統計課　家計調査HP：
　　　https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/tuk/056fes 
   /246009.html 
 
 

  
     ・総務省統計局　家計調査（家計収支編）調査結果HP：

　　　https://www.stat.go.jp/data/kakei/2.html#new 
 
  　・政府統計e-Stat：（総務省統計局HPの家計調査（家計収支編）調査結
　　　果のページで、「４．詳細結果表　二人以上の世帯（2000年から掲　
　　　載）」の「＊年」からe-Statのデータベースへ進み、電子データの取
　　　得ができます。

 報 道 (取 材)  
 に当たってのお願い

 他 の ク ラ ブ  同 時 配 付 (場所)
 と の 関 係  同 時 レ ク

 担 当 　総合政策部計画局統計課生活統計係　　（担当者：大久保） 
 （ 連 絡 先 ）     ＴＥＬ　ダイヤルイン　０１１－２０４－５１４２ 

　  公用スマホ  ０１１－５８５－６１０２　ガイダンス後　３６－８８２



 

                            【参 考】 

家計調査の概要 

 

 

１ 調査の目的 

  国民生活における家計収支の実態を把握し、国の経済政策・社会政策の立案のための
基礎資料を得ることを目的。 

 

２ 調査の対象 

 全国の全ての世帯から抽出した約9,000世帯 

 道内では約300世帯を調査しており、北海道分としては二人以上の世帯の結果が公表さ
 れている。 

 （道内調査市町：札幌市、函館市、旭川市、室蘭市、北見市、千歳市、赤平市、 

         登別市、新ひだか町、芽室町） 

  ※北海道分の単身世帯の結果は公表されていない。 

 

３ 調査の方法 

  毎月世帯に「家計簿」を記入してもらうことによって行う。二人以上の世帯の場合、
１世帯の調査期間は６か月間 

 

４ 調査事項 

  日々の家計の収入と支出、世帯及び世帯員の属性、住居の状態に関する事項、年間収
 入、貯蓄・負債の保有状況及び住宅などの土地建物の購入計画 

 

５ 結果の利用 

  国民生活の動向を把握する最も基本的な統計として、各種行政施策の立案に幅広く利
 用されているほか、地方公共団体の広報活動や民間企業における消費者行動などの経済
 分析にも利用されている。 

 

 

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 


